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この問題については， WHO（世界保健機構）の要請をうけて， Ic J （国
際司法裁判所）が各国政府に陳述書の提出を求めたが，日本政府の陳述書案

































































































































































’＇The unleashed power of the atom has changed everythmg except our ways of 







”Scientifically, the modem age which began in the 17th century came to an end at
the beginnmg of the 20th century; politic叫ly,the modem world, m which we live 












No point of return. 「原子力の無垢性J(atomic innocence) ＝原子力的処女性
を人類は喪失してしまい，それ以前の世界にはもはや戻れないことを示して
いる。今や「核兵器のない世界」を願望するとと，それ自体が”wishfulthink-
ing”になってしまった。核兵器の存在という条件においてのみ，人類は世界
の平和と安全を考えるしかない。そして一年一年人類と地球と地球上のすべ
ての生命が生き延びるということ，それ自体が健倖として考えられるべき時
代。いつ歴史が終わっても不思議でない時代に突入した。核兵器が黙示録的
合意をもつのはそのためである。
[BJ 核兵器出現以後の時代においては近代の政治の主流を占めてきた主権
国家を単位とする「支配」や「闘争」を中軸とする「権力政治J観は，もち
ろん消滅Lないとしても相対化を余儀なくされている。さらに「戦争は他の
手段をもってする政治の延長である」との有名なK・クラウゼヴイッツの定
式化は，時代錯誤的なものとなっている。さらに最後の手段（ultima ratio）と
して破壊的な兵器を獲得するのを余儀なくしてきた「主権国家」の論理それ
自体 力ール・シュミソト的な「友ー敵J理論ふ暴力の経済性の理論も，政
治の独自性ないし自律性の前提もーが，核兵器の出現によって成立根拠が失
われてきている。権力の自己追及が「不合理」になってきた。例えば，使え
ない最後の切り札としての核兵器という問題，目的を成就するための「手
段」（核戦争）のコストが莫大であるという問題から，戦争の不合理化が帰
結した。さらに政治はいかなる政治外的制約から色拘束を受けないという近
代の政治の自律性の前提は成り立たなくなった。政治権力の中枢に地球を何
十回となく破壊し得る巨大な暴力を入手したが故に，政治は他の人間領域，
すなわち倫理などの価げ邑思想との開かれた対話なしには危険きわまりないも
のとなっている。結論的に言えば，支配権力の最大限の強化によって他の諸
国よりも少しでも優位に立とうとする主権国家の近代政治の論理が最終的に
核兵器という大量殺毅兵器の獲得を招来することによって，皮肉にも近代政
治の論理それ自体を内側均、ら切り崩す結果となっているのではないか。量的
98 
な拡大が一定の臨界点を越えた段階で質的な変化を来したのではないか。
かくして現代では，「支配」や「闘争jではなく，「共存」や「相互依存j
や「生存」が政治の主要な課題となってきている。現代の「生存の政治」は，
エコロジー危機と核兵器という二つのチャレンジ 相互に結びついている／
核戦争は最大のエコロジー的惨禍 とつねに向かい合うことになる。
このような核兵器の危機と主権国家の枠組みとのあいだに大きなズレが介
在している。現代の種々の法体系憲法や国際法を含めて および政治制度
はこうしたズレを表現している。さらにより大きなズレが国際政治を運営し
ていく当事者たちの「共通認識」と核兵器の出現の現実とのあいだに見られ
る。例えば，歴史は今は「生存Jという共通の課題を共有する単一の人類史
として見ていく必要がこれだけ大きいに也かかわらず，今日なお現実には
種々の民族や国家のそれぞれの歴史がもっぱら語られている。人間の思考は
旧態然である。政治学也，法学も。しかし，アウシュヴイ yツ（全体主義の
悪夢）とヒロシマ（原爆の悲劇）の後に，政治学も法学も，同ーのものでは
あり得ないのではないか。言うまでもなく，ヒロシマの後に政治倫理ーとり
わけ平和の倫理 は政治の論理の中に入ってこざるを得ない。21世紀の「普
通の国Jとは19世紀および20世紀の「主権国家」ではないであろう。むし
ろ日本国憲法の平和主義が，第9条の価値思想が21世紀の「普通の国Jを先
取りするものであろう。
[C］先程の明opoint of日turn＂の議論と矛盾するようだが，核兵器はなくな
らないとの暗い実感から自分たちを解放していく必要がある。具体的な方策
として急務なのは，（1）東北アジアにおける「非核兵器地帯条約J(NWFZ) 
の締結，α）「包括的核実験禁止条約jの合意，（3）核兵器全面撤廃に向けて
の核軍縮の効果的実現，（4）「核兵器不拡散条約J(N目下の条件っき無期限
延長（条件っきとは，一定期間内における五大核保有国の核兵器全面撤廃の
義務づけと定期的な監視の義務づけ）。
（シンポジウムは日本語で行われました。）
